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日本は、社会実験の段階を経て、様々な基盤を整備。産官学民協働でスマートシティを実装する本格段階へ

（出所）https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/wg6/190418/pdf/shiryou3-2.pdf

（出所） https://www.mlit.go.jp/scpf/about/index.html

（出所）「スマートシティ リファレンスアーキテクチャのつかい方 導入ガイドブック」
https://www8.cao.go.jp/cstp/stmain/a-whitepaper1_200331.pdf

【官民連携プラットフォーム】

【リファレンス・アーキテクチャ】

【データ連携基盤・都市OS】

【スマートシィ・ガイドブック】

https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/smartcity/00_scguide_s.pdf

【スーパーシティ・オープンラボ】

https://www.chisou.go.jp/tiiki/kokusentoc/supercity/supercity.pdf

~ 構想から実装へ ~

(出所) https://www.chisou.go.jp/tiiki/kokusentoc/supercity/pdf/SC4-4.PNG

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/wg6/190418/pdf/shiryou3-2.pdf
https://www.mlit.go.jp/scpf/about/index.html
https://www8.cao.go.jp/cstp/stmain/a-whitepaper1_200331.pdf
https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/smartcity/00_scguide_s.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/kokusentoc/supercity/supercity.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/kokusentoc/supercity/pdf/SC4-4.PNG
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日本におけるスマートシティの基本方針

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/wg6/20210423/pdf/shiryou1-1.pdf

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/wg6/20210423/pdf/shiryou1-1.pdf
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日本のスマートシティ推進の全体像

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/wg6/20210423/pdf/shiryou1-1.pdf

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/wg6/20210423/pdf/shiryou1-1.pdf
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R3スマートシティ関連5事業は、合同審査会によって選定 ⇒ スマートシティ推進体制は更に府省一体化へ

https://www8.cao.go.jp/cstp/stmain/pdf/210824_bessi2.pdf

https://www8.cao.go.jp/cstp/stmain/pdf/210824_bessi2.pdf
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スマートシティの全国展開の進め方

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/wg6/20210423/pdf/shiryou1-1.pdf
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日本政府におけるスマートシティ推進体制（全体像）

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/wg6/20210423/pdf/shiryou1-1.pdf
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骨太の方針 ~ 経済財政運営と改革の基本方針 2021 からスマートシティ部分のポイントを抜粋

◼ スマートシティを軸にした多核連携の加速。…持続可能なスマートシティを2025年度までに100地域構築する。

◼ スーパーシティを起点に、スマートシティ重点整備地域を選定し、・・・多核連携の実現を後押しする。

◼ ・・・ゼロカーボンシティに向けた取組等のグリーン化との協調を図るとともに、ＭaaS等の実装段階にあるサービスの
横展開。

◼ ・・・スマートシティ形成に寄与する評価指標の精査、デジタルとまちづくりを兼ね備えた人材の育成、・・・運営資金
回収モデルの確立など、マネジメントの強化を進め、持続可能なスマートシティの構築を支える。

◼ ・・・都市のコンパクト化を図った上で、ユニバーサルデザインの街づくり、・・・バリアフリー化、モーダルコネクト強化、
自転車利用環境の充実を含む移動環境の整備等とスマートシティが融合し、・・・QOLの向上を目指す。

◼ スマートシティの国際戦略は、・・・海外へ展開・・・国際標準の活用・構築及びFS調査・国際実証事業等を推進。

日本の未来を拓く４つの原動力 ～グリーン、デジタル、活力ある地方創り、少子化対策～
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スーパーシティ（2030年を目指した「まるごと未来都市」の構築）は、再審査中。年末年始に内定見込み
国家戦略特区制度を活用しつつ、住民と競争力ある事業者が協力し、世界最先端の日本型スーパーシティを実現へ

（出所）総務省「スマートシティに関する政府動向や取組内容について～都市ＯＳ等の導入による地域課題の解決に向けて～」 https://www.chisou.go.jp/tiiki/kokusentoc/supercity/supercity.pdf

◼ AIやビッグデータを活用し、社会のあり方を根本から変えるような都市設計の動きが、国際的に急速に進展。

◼ 日本には、先行している部分もあるが、世界各国でも「まるごと未来都市」は、未だ実現していない。

◼ 我が国にも、必要な要素技術は、ほぼ揃っているが、実践する場がない。

背景

https://www.chisou.go.jp/tiiki/kokusentoc/supercity/supercity.pdf
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「まち・ひと・しごと創生基本方針2021」 ~ 地方創生の3つの視点に基づく具体的な取り組みの全体像

https://www.chisou.go.jp/sousei/info/pdf/r03-6-18-kihonhousin2021gaiyou.pdf https://www.chisou.go.jp/sousei/info/pdf/r03-6-18-kihonhousin2021hontai.pdf

◼ 地域のDX化を通じた需要創出・実質GDP押上効果への期待

◼ 再生可能エネルギーの導入ポテンシャルの高さへの期待

https://www.chisou.go.jp/sousei/info/pdf/r03-6-18-kihonhousin2021gaiyou.pdf
https://www.chisou.go.jp/sousei/info/pdf/r03-6-18-kihonhousin2021hontai.pdf


10

21大都市計 962 -783 -3,018 -2,889 -2,937 -4,982 -1,923 -632 50,090 8,277 1,283 -493 -1,929 -2,784 -3,614 34,628

札幌市 444 881 388 772 577 658 231 799 3,489 1,960 333 462 343 348 461 12,146

仙台市 420 181 249 84 124 172 187 172 337 558 183 52 231 339 259 3,548

さいたま市 724 785 544 688 452 506 437 817 3,593 1,644 599 313 264 690 469 12,525

千葉市 238 278 215 313 567 312 -43 361 2,238 896 217 351 452 428 163 6,986

東京都特別区部 -2,827 -4,804 -4,904 -4,525 -5,081 -6,211 -2,054 -3,290 20,273 -1,744 -1,539 -2,035 -3,957 -4,394 -4,054 -31,146

横浜市 -172 211 337 464 103 -30 261 423 7,277 1,953 216 448 136 -63 -211 11,353

川崎市 -20 -140 8 -525 -28 -217 319 -243 4,033 502 304 -423 -234 -125 -72 3,139

相模原市 -101 177 344 38 348 204 165 308 975 434 248 216 61 220 348 3,985

新潟市 36 76 124 -93 137 60 -80 -202 -467 125 60 -110 9 -53 138 -240

静岡市 -24 12 3 -52 -126 19 57 -60 -233 115 14 40 -170 -60 -137 -602

浜松市 395 -67 36 -25 -96 120 -14 57 -617 -193 63 84 390 51 -105 79

名古屋市 453 691 -164 -65 54 -371 -766 -294 958 -364 342 410 16 149 495 1,544

京都市 -316 -364 -230 -350 -313 -449 -337 -85 828 617 -421 -410 -382 -440 -520 -3,172

大阪市 1,035 1,243 795 453 344 114 52 607 5,024 1,039 616 408 357 -60 -191 11,836

堺市 -18 71 -139 -37 -51 -28 77 -87 -105 -39 -64 51 -44 -10 54 -369

神戸市 -187 -203 -28 -92 -174 -217 -279 -59 979 404 -23 -167 -36 -124 -160 -366

岡山市 -8 70 -285 96 56 -61 -5 -220 -89 -483 -129 -16 6 -109 -125 -1,302

広島市 163 98 -132 -240 -60 38 -79 -80 -310 -606 -134 -415 -108 20 -290 -2,135

北九州市 24 -208 -196 1 -25 23 -120 -112 -783 -81 9 -205 -127 -134 -171 -2,105

福岡市 226 278 136 126 171 264 26 399 2,823 1,310 544 472 532 570 56 7,933

熊本市 477 -49 -119 80 84 112 42 157 -133 230 -155 -19 332 -27 -21 1,0120

転入出者数（－は転出超過）
21 大 都 市

2020年7月 2020年8月 2020年12月 2021年1月 2021年2月 2021年3月 2021年4月 累計2021年5月 2021年9月2021年6月 2021年8月2021年7月2020年9月 2020年10月 2020年11月

コロナの影響下、東京23区から近郊に向けて人口流出。但し、大都市への人口集中の流れは続いている・・・

（出典： 住民基本台帳人口移動報告（総務省統計局））

◼ 減少傾向： 東京都特別部区、新潟市、静岡市、京都市、堺市、神戸市、岡山市、広島市、北九州市

◼ 増加傾向： 札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、浜松市、名古屋市、大阪市、福岡市、熊本市
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「フィジカル」の側面からは、コンパクト&ネットワーク政策（連携中枢都市圏・定住自立圏）が進められてきた

【連携中枢都市圏】

◼ 地方圏において、昼夜間人口比率おおむね１以上の指定都市・中核市
と、社会的、 経済的に一体性を有する近隣市町村とで形成する都市圏。

◼ 相当の規模と中核性を備える圏域において市町村が連携し、コンパクト
化とネットワーク化により、 人口減少・少子高齢社会においても一定の
圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成。

https://www.soumu.go.jp/main_content/000758777.pdf

【定住自立圏】

◼ 定住自立圏構想とは、地方圏において、安心して暮らせる地域を各地域に
形成し、地方圏から三大都市圏への人口流出を食い止めるとともに、三大
都市圏の住民にもそれぞれのライフステージやライフスタイルに応じた居住の
選択肢を提供し、地方圏への人の流れを創出するための施策。

◼ 医療や買い物など住民生活に必要な機能について一定の集積があり、周辺
の市町村の住民もその機能を活用しているような都市が「中心市」となり、
圏域全体において中心的な役割を担う。

https://www.soumu.go.jp/main_content/000776390.pdf

https://www.soumu.go.jp/main_content/000758777.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/000776390.pdf
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人口減少下で、都市機能を維持できる人口規模は、どのくらいか？

https://www.mlit.go.jp/common/001050896.pdf

◼ 人口30万人以上の都市圏は、61（2010年）から43（2050年）と激減。

◼ 人口10万人以上の都市（概ね30万人以上の都市圏に相当）には、高度なサービス施設が立地。

https://www.mlit.go.jp/common/001050896.pdf
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デジタルとリアルが融合する「地域生活圏」 ⇒ 人口10万人以上が、「分散型の国土構造」の視座
国土交通省の国土づくりの視点 ＝ ①ローカル ＋ ②グローバル ＋ ③ネットワーク

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001389683.pdf https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001410243.pdf

◼ デジタル化の推進、リアルの充実に加え、両者を有効に組み合わせる取組を地域の特性に応じて圏域単位で実施。

◼ 人口10万人程度で都市機能提供は可能に。行政コスト面でも人口10~50万人の都市が効率的。

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001389683.pdf
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001410243.pdf


14

地域脱炭素ロードマップ ~ スマートシティ政策との連携で、どのように「グリーン x デジタル」を実現するか？
国・地方脱炭素実現会議により、「地方脱炭素ロードマップ」が作成された。サブタイトルには、「～地方からはじまる、次の時代への移行戦略～」との記載。

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/datsutanso/dai3/siryou1-2.pdf

◼ 今後の5年間に政策を総動員し、人材・技術・情報・資金を積極支援
①2030年度までに少なくとも100か所の「脱炭素先行地域」をつくる
②全国で、重点対策を実行（自家消費型太陽光、省エネ住宅、電動車、食ロス対策など）

◼ ３つの基盤的施策（①継続的・包括的支援、②ライフスタイルイノベーション、③制度改革）を実施
◼ モデルを全国に伝搬し、2050年を待たずに脱炭素達成（脱炭素ドミノ）

https://www.env.go.jp/policy/zero_carbon_city/01_ponti_211029.pdf

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/datsutanso/dai3/siryou1-2.pdf
https://www.env.go.jp/policy/zero_carbon_city/01_ponti_211029.pdf
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デジタル田園都市国家構想の目指すもの

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai1/siryou4.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai1/siryou4.pdf
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実現に向けた取り組み（1／2）

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai1/siryou4.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai1/siryou4.pdf
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実現に向けた取り組み（2／2）

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai1/siryou4.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai1/siryou4.pdf
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デジタル田園都市国家構想の取組イメージ

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai1/siryou4.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai1/siryou4.pdf
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様々なアプローチ

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai1/siryou4.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai1/siryou4.pdf
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デジタル基盤の確立と共助のビジネスモデル

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai1/siryou4.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai1/siryou4.pdf
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デジタル庁が目指す姿（デジタル社会の形成に向けたトータルデザイン）

https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20210906_meeting_promoting_08.pdf
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デジタル庁における新重点計画の策定について

https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20210906_meeting_promoting_06.pdf

https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20210906_meeting_promoting_06.pdf
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自己紹介 南雲 岳彦

◼ 一般社団法人スマートシティ・インスティテュート専務理事 兼 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング専務執行役員。三菱UFJフィナンシャル・

グループおよび三菱UFJ銀行の執行役員経営情報統括部、経営企画部、財務企画部、リスク統括部、米州統括部の各部長を経て現職。

国内外のスマートシティおよびデジタルガバメントに関する調査研究・政策提言・戦略アライアンス構築に従事。

◼ 内閣府規制改革推進会議専門委員、経産省産業構造審議会委員（産業保安基本制度小委員会）、総務省独立行政法人評価

制度委員会委員、 IPAデジタルアーキテクチャ・デザインセンター・アドバイザリーボードメンバー、世界経済フォーラム第四次産業革命日本

センターフェロー、東京都、浜松市、鎌倉市、東広島市等におけるスマートシティ関連委員・アドバイザーを兼任。

◼ 京都大学経営管理大学院客員教授、タリン工科大学客員教授、東海大学客員教授、国際大学GLOCOM上席客員研究員、ロイヤル

メルボルン工科大学シニア・フェロー、産業技術総合研究所（人工知能研究センター）客員研究員を兼任。

◼ 慶応義塾大学法学部卒、ジョージタウン大学経営管理学修士、ロンドン大学開発金融学修士、コロンビア大学プロフェショナル・フェロー。
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◼本資料は、信頼できると思われる各種公開情報・オープンデータ等に基づいて作成されていますが、当法人はその正確性、完全性を保証
するものではありません。

◼本資料に基づくご利用者様の決定、行為、及びその結果について、当法人は一切の責任を負いません。ご利用にあたっては、ご利用者
様ご自身でご判断くださいますようお願い申し上げます。

◼本資料は、著作物であり、著作権法に基づき保護されています。著作権法の定めに従い、引用する際は、必ず、出所：一般社団法人
スマートシティ・インスティテュートと明記してください。

本資料のご活用に向けて


